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令和７年 12 月 18 日 

 国の「強い経済」を実現する総合経済対策等に基づく一般会計補正予算（案）
を 12 月市議会臨時会に提出します。 
 つきましては、補正予算（案）について、市⻑の記者発表会を⾏います。 
 
 
１ 日 時 ：令和 7 年 12 月 18 日（木） 
       午後４時 00 分〜４時 30 分 
 
２ 場 所 ：第一庁舎５階 庁議室 
 
 
３ 補正予算（案）の概要 ：別紙のとおり 

財政部財政課   （課⻑）永井 敬⼦   （担当）佐伯 寿   
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令和７年度⻑野市 12 月臨時会補正予算（案） 

に関する記者発表会の開催について 

mailto:zaisei@city.nagano.lg.jp




令和７年度１２月臨時会補正予算（案）について

一般会計予算の補正 ８,４００,３７６ 千円

　　　　（補正後の予算額 ２０４,４２４,０４６ 千円）

　＜歳出の補正額＞

３款 民 生 費 千円

７款 商 工 観 光 費 千円

　＜歳入の補正額＞

１０款 地 方 交 付 税 千円

１４款 国 庫 支 出 金 千円

１５款 県 支 出 金 千円

１８款 繰 入 金 千円

２０款 諸 収 入 千円

　　（繰越明許 追加 ５件）
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令 和 ７ 年 12 月 18 日

財 政 部 財 政 課



令和７年度１２月臨時会補正予算（案）の概要 ２

　一  般  会  計 　　（単位：千円）

　１　補 正 予 算 額 8,400,376

　２　補正後の予算額 204,424,046
前年度１２月補正後 172,107,166

前年度対比 118.8%

　３　補 正 の 内 容

　　（歳    出）

【子育て家庭福祉課】

（１） 物価高対応子育て応援手当 1,122,160
物価高騰の影響を強く受けている子育て世帯に対する

応援手当の支給に要する経費

支 給 額：こども１人当たり２万円

対 象 者：①令和７年９月分（９月出生の児童は10月分）児童手当受給者

対 象 者：②令和７年10月１日以後令和８年３月31日までに出生した児童の父母等

対 象 者：③①の配偶者で令和７年10月１日～令和８年３月31日において離婚

　　　　　　　   （離婚調停中等含む）により新たに受給者となった者

支給開始：令和８年３月下旬（予定）

支給方法：①はプッシュ型

支給方法：②③及び公務員は申請により随時支給

〔繰越明許費〕

【福祉政策課】

（２） 住民税非課税世帯等くらし応援給付金 661,927
物価高騰による光熱費等の家計負担を軽減するため、

住民税非課税世帯等に対する給付金の支給に要する経費

対 象 者：基準日（令和７年12月１日）現在、長野市の住民基本台帳に

対 象 者：記録されている住民税非課税世帯及び生活保護世帯

支 給 額：１世帯当たり１万５千円（プッシュ型）

支給開始：令和８年３月上旬（予定）

〔繰越明許費〕 67,425

23,076

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（推奨事業メニュー）関連

物価高騰対策（国の補正予算（第１号補正）関連）



３
【福祉政策課】

（３） 住民税非課税世帯エアコン設置促進事業補助金 180,517
近年の猛暑による熱中症リスク増加を踏まえ、住民税非課税世帯等に

おいて、エアコンなどの設置に要する経費に対する補助金

補助上限額：１世帯当たり７万３千円

補　 助　 率：①住民税非課税世帯　３分の２

助　 成　 率：②生活保護世帯　　 　10分の10

〔繰越明許費〕

【子育て家庭福祉課】

（４） 低所得のひとり親世帯応援給付金 66,772
物価高騰による家計負担を軽減するため、低所得のひとり親世帯

に対する給付金の支給に要する経費

支 給 額：こども１人当たり２万円

対 象 者：①令和７年12月分児童扶養手当受給者

対 象 者：②公的年金給付等を受け、令和７年12月分児童扶養手当の

対 象 者：　 支給を受けていない者

対 象 者：③家計急変により収入が①と同水準に下がった者

支給開始：令和８年２月下旬（予定）

支給方法：①はプッシュ型、②③は申請により随時支給

〔繰越明許費〕 7,796

【商工労働課】

（５） プレミアム商品券発行事業 6,369,000
物価高騰の影響を受けている市民や事業者を支援するため、

 市内の店舗・事業所で利用できるプレミアム付き商品券の発行

に要する経費

発 行 総 額：60億円

プレミアム率：50％（額面15,000円券⇒30万冊、額面7,500円券⇒20万冊）

申込上限額 ：１人当たり３万円（申込額が発行総額を超えた場合は均等配分）

商品券購入申込期間：令和８年３月（予定）

商 品 券 利 用 期 間 ：令和８年４月下旬～８月（予定）

〔繰越明許費〕 6,367,266

160,504



４
　　（歳    入）

（１） 地方交付税 671,903
普通交付税

（２） 国庫支出金 3,860,820
民生費国庫補助金 1,860,820

社会福祉費補助金

児童福祉費補助金

商工観光費国庫補助金 2,000,000

商工費補助金

（３） 県支出金 73,000
民生費県補助金 73,000

社会福祉費補助金

　　　　（４） 繰入金 △ 205,347
財政調整基金繰入金

　　　　（５） 諸収入 4,000,000
雑入 4,000,000

雑入

  ◎ 繰越明許費

　　　（追　加）
【子育て家庭福祉課】

（１） 物価高対応子育て応援手当 23,076

【福祉政策課】

（２） 住民税非課税世帯等くらし応援給付金 67,425

【福祉政策課】

（３） 住民税非課税世帯エアコン設置促進事業補助金 160,504

【子育て家庭福祉課】

（４） 低所得のひとり親世帯応援給付金 7,796

【商工労働課】

（５） プレミアム商品券発行事業 6,367,266


